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上載圧を与えた砂地盤の振動台による液状化実験
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まえがき　　繰返し定体積一面，単純せん断試験による液状化強度を検証するために，振動台による液状化実験を

行った 1)。通常，要素試験による液状化強度はせん断応力比とせん断ひずみに基づいて定義される。そこで，ここ

では振動台実験で得られた加速度の補正方法とその検証，および深度方向のせん断応力比およびせん断ひずみを算

定した結果を報告する。なお，振動台の実験方法，実験条件等は文献1)を参照されたい。

せん断応力比，せん断ひずみの算定方法　　図-1 に振

動台実験で得られた深度毎の加速度（後述の補正値）か

らせん断応力比τ/σ0’を算定する手法を示した 2)。単位面

積の土柱を剛体と仮定し，隣接する加速度計の中央深度

のせん断応力増分∆τは，その間の慣性力（=全応力増分

∆σ ×平均加速度）に等しいと考え，τは上から順にたし

込んで求めた。ただし，今回は地盤表面に上載圧 p0 を載

荷しているので，上載圧による成分を考慮している。次

に，求めたτをそれぞれの位置の有効土被り圧σ0’で除し

て，せん断応力比τ/σ0’を算定した。

　せん断ひずみγは，加速度を時間で 2 回積分して求め

た要素の相対変位を層厚で除して算定した。

加速度の補正方法とその検証　　振動台実験で実測される加速度波形に

は，液状化時に計器が傾くことによるゼロ基線のずれや不必要な低周波，

高周波成分が含まれる。そこで前者を Trifunac 法で，後者を FFT によるス

ペクトル分析を行い，不必要な成分を除去する補正を行った3)。

　上記の補正を検証するため，代表例として図-2 (1)〜(3)に Case4.2 のそ

れぞれ加速度α4 の実測値と補正値，せん断土槽のフレーム F5 実測変位と

補正加速度α4 から算出した変位（振動台変位との相対変位），土槽底部に

設置した荷重計で測定したせん断応力と上記手法で計算したせん断応力

の比較を示した。図(1)の加速度は液状化前まではほとんど変わらないが，

液状化後の高周波成分が補正値では除去され，ゼロ基線も補正されてい

る。図(2)の F5 実測変位と計算値はほぼ一致している。図(3)のせん断応力

は実測値の方が全体にやや大きいが，波形形状はよく一致している。

　このケースでは 0.3Hz 以下と 3Hz 以上を除去したが，各ケースともこの

ような検証を行って，低周波，高周波成分を除去して補正した。

　以下では，この補正加速度を用いてτ/σ0’とγを算出している。

せん断応力比，せん断ひずみの特性　　図-3 に代表例として珪砂 5 号 の

Case4.2（Dr=32%，120gal )の浅部，中央部，深部のせん断応力比τ/σ0’，せ

ん断ひずみγ波形を示した（↓は液状化発生位置を表す）。τ/σ0’は液状化後
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図-2
加速度，変位，せん断応力の補正値，

計算値の検証（Case4.2）
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図-1 せん断応力比，せん断ひずみの算定方法
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図-3 Case4.2 (珪砂 5 号, D r=32%, 120 gal )のτ /σ0’，γ波形

に一旦減衰するが，その後増幅してい

る。これは加振中に密度増加してせん

断抵抗が増加したためである 1)。また，

液状化前のτ/σ0’の振幅は深部ほど大き

い。これは図-1 内の式に示すように，

τは全応力に，σ0’は有効応力に依存し，

深部ほど全応力増加が有効応力増加よ

り相対的に大きくなるためである。こ

れによりτ/σ0’が小さい浅部では，過剰

間隙水圧∆u がσ0’に達せず，液状化に至

っていない 1)。γは液状化直前に大きく

なり，その後減衰していることがわか

る。液状化に至らなかった浅部は，や

はりγの発生も小さい。

　各ケースとも同様な整理を行い，液

状化直前までのτ/σ0’のピーク値の平均

をせん断応力比振幅τ/σ0’として求め，

液状化直前の両振幅せん断ひずみγDA

を求めた。表-1〜3 に各ケースの深度

毎のτ/σ0’とγDAをまとめた。ただし，地

盤表面と底面を含む要素（1 と 7）は境

界の影響を受けるので除いた。また，

表中の数値が括弧書きになっているのは，∆u がσ0’に達せず，液状化に至らなかったことを表す。浅部が液状化し

なかったケースが多いが，逆に深部が液状化しなかったケースもあった。γDAは砂の種類に関係なく，概ね 5〜10%

程度（平均的に 7.5%）であることがわかる。やはり，液状化に至らなかった場合のγDAは小さい。

　以上の振動台実験と繰返し定体積一面，単純せん断試験の液状化強度の比較については文献 4)を参照されたい。
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表-1 珪砂 5 号のτ /σ0’，γ DA

実験No.

Case 1.2
Case 1.3
Case 1.6
Case 4.2
Case 4.6

Dr
(%)
35
65
89
32
73

α
(gal)
160
160
400
120
400

N
(波)
2.0
2.5
12.0
5.0
9.0

0.12
0.15
0.45

(0.14)
0.45

0.13
0.15
0.48

(0.15)
0.48

0.14
0.15
0.50
0.16
0.50

0.14
0.15
0.52
0.16
0.51

0.15
(0.14)
0.54
0.16
0.53

5.0
7.5
7.2

(1.3)
6.2

6.6
12.3
8.4

(3.9)
7.8

10.0
9.6
6.9
7.5
8.6

10.0
6.6
7.0
7.9
9.0

8.8
(2.2)
7.5
8.1
8.0

せん断応力比振幅τ/σ0' 両振幅せん断ひずみγDA
2 3 4 5 6 2 3 4 5 6

表-2
珪砂 7 号のτ /σ0’，γ DA

実験No.

Case 2.2
Case 2.3
Case 2.4
Case 2.5
Case 2.6
Case 2.9
Case 5.1
Case 5.2
Case 5.3
Case 5.4
Case 5.5
Case 5.6

Dr
(%)
52
61
68
73
77
83
51
59
66
74
78
83

α
(gal)
140
140
140
140
140
400
  80
120
160
200
200
200

N
(波)
3.5
3.5
4.0
6.5
12.0
17.0
12.0
3.0
3.0
3.0
6.0
8.0

(0.14)
(0.14)
(0.16)
(0.17)
(0.17)
0.43

(0.09)
0.14

(0.19)
(0.24)
(0.23)
(0.25)

0.15
(0.15)
(0.17)
(0.17)
(0.18)
0.46

(0.10)
0.15
0.20
0.25

(0.24)
(0.27)

0.15
0.15
0.18

(0.18)
0.19
0.47
0.10
0.15
0.21
0.26
0.25
0.27

0.15
0.16
0.18
0.18
0.20

(0.49)
0.10
0.16
0.21
0.27
0.25
0.28

0.15
0.15
0.18
0.19
0.20

(0.50)
0.11
0.16
0.21
0.27
0.25
0.28

(0.1)
(1.5)
(2.4)
(1.4)
(1.7)
9.8

(0.1)
4.1

(3.0)
(1.5)
(1.0)
(1.1)

8.0
(1.7)
(3.0)
(2.3)
(2.5)
10.4
(0.4)
4.0
12.0
9.4

(4.6)
(2.7)

20.0
22.0
7.1

(3.5)
4.6
5.1
4.2
10.1
9.8
10.7
10.8
9.7

7.4
13.5
12.8
9.2
5.3

(4.0)
10.7
10.7
6.6
8.8
11.7
8.7

4.5
7.3
8.9
10.5
7.5

(2.3)
7.8
10.7
7.2
10.9
12.8
9.8

せん断応力比振幅τ/σ0' 両振幅せん断ひずみγDA
2 3 4 5 6 2 3 4 5 6

表-3 混合珪砂のτ /σ0’，γ DA

実験No.

Case 3.3
Case 3.5
Case 6.1
Case 6.2
Case 6.5
Case 6.6

Dr
(%)
58
71
51
58
68
75

α
(gal)
125
200
  80
120
250
400

N
(波)
4.5
6.0
7.5
4.5
8.0
4.0

(0.14)
0.24

(0.09)
(0.14)
0.29
0.40

0.15
0.25

(0.09)
(0.15)
0.30
0.43

0.15
0.26
0.10
0.16
0.31
0.45

0.16
0.27
0.10
0.16
0.32
0.46

0.15
0.27

(0.10)
0.16
0.32
0.47

(4.8)
8.1

(0.2)
(4.5)
8.5
5.4

6.0
7.1

(3.1)
(5.6)
10.3
8.4

7.1
10.3
9.0
5.4
9.8
12.7

10.8
7.1
7.0
9.7
5.5
9.8

7.2
5.5

(3.6)
6.7
6.0
8.7

せん断応力比振幅τ/σ0' 両振幅せん断ひずみγDA
2 3 4 5 6 2 3 4 5 6
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